
（単位：千円）

予算額
前　年　度

第２次補正予算額
増　減

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

Ⅰ事業活動収支の部

　１事業活動収入

基本財産利息収入 408 120 288

特定資産利息収入 25 48 △ 23

（産業支援事業収入）

産業支援事業収入 107,563 164,139 △ 56,576 ・セミナー事業、地域力連携拠点事業の減

一般中小企業振興資金事業収入 6,117 7,909 △ 1,792

管理運営受託事業収入 0 124,202 △ 124,202 ・産業振興センターの管理運営事業の減

市派遣職員人件費収入 0 23,779 △ 23,779

（情報産業振興事業収入）

研究開発事業収入 47,286 49,340 △ 2,054

デジタル創造プラザ事業収入 39,187 49,712 △ 10,525 ・事業の見直し

普及推進事業収入 49,703 75,027 △ 25,324 ・事業の見直し

調査等受託事業収入 0 28,802 △ 28,802 （昨年度は３件の調査事業あり）

管理運営受託事業収入 76,509 79,815 △ 3,306

管理運営補助事業収入 97,240 121,801 △ 24,561 ・昨年度はリース料節約のため、リース物件を一旦買い取り、同額

市派遣職員人件費収入 0 36,295 △ 36,295 　　で売却した。　

（管理費）

管理費収入 37,692 38,661 △ 969

市派遣職員人件費収入 0 21,723 △ 21,723

（雑収入） 0

雑収入 4,938 4,414 524 　（自動販売機売上手数料　他）

市派遣職員人件費収入（再計） 0 81,797 △ 81,797 ・市派遣職員人件費の補助金の減

466,668 825,787 △ 359,119

　２事業活動支出

（産業支援事業費支出）

産業支援事業費支出 107,563 162,380 △ 54,817 ・セミナー事業、地域力連携拠点事業の減

一般中小企業振興資金事業費支出 6,117 7,909 △ 1,792

管理運営受託事業費支出 0 106,660 △ 106,660 ・産業振興センターの管理運営事業の減

市派遣職員人件費支出 2,476 23,779 △ 21,303

（情報産業振興事業費支出）

研究開発事業費支出 33,369 38,000 △ 4,631

デジタル創造プラザ事業費支出 39,187 49,842 △ 10,655 ・事業の見直し

普及推進事業費支出 53,830 89,102 △ 35,272 ・事業の見直し

調査等受託事業支出 0 27,816 △ 27,816 （昨年度は３件の調査事業あり）

管理運営受託事業費支出 76,384 77,126 △ 742

管理運営補助事業費支出 97,870 129,814 △ 31,944 （収入側に同じ）

市派遣職員人件費支出 9,236 36,295 △ 27,059

（管理費支出）

管理費支出 51,945 52,775 △ 830

市派遣職員人件費支出 5,995 21,723 △ 15,728 　 ・市派遣職員人件費の基本給部分減（市から本人に直接支給され

市派遣職員人件費支出（再計） 17,707 81,797 △ 64,090 　　 ることになった）

483,972 823,221 △ 339,249

法人税、住民税及び事業税 70 70 0

Ⅱ投資活動収支の部

　１投資活動収入

基本財産取崩収入 0 59,985 △ 59,985 　※

受入保証金収入 613 485 128

受入保証金引当資産取崩収入 212 1,179 △ 967

投資有価証券取崩収入 0 30 △ 30

　２投資活動支出

基本財産取得支出 0 59,985 △ 59,985 　※

受入保証金返却支出 212 1,179 △ 967

受入保証金引当資産取得支出 613 485 128

退職給付引当資産取得支出 140 489 △ 349

Ⅲ財務活動収支の部 　　※　昨年度は国債が償還となり市債を購入。市債発行日まで

　　財務活動支出 　　　一時的に普通預金に預け入れ、市債購入時に取り崩した。

　　　　　　市債　：　29,985　（額面　30,000）

Ⅳ予備費支出 2,000 0 2,000 　　　　　　普通預金　：　15

　　　　　　　　計　：　30,000

△ 19,514 2,037 △ 21,551

71,101 69,064 2,037

51,587 71,101 △ 19,514

※　補助金収入、施設整備引当資産取崩収入、固定資産売却収入は各事業収入に、固定資産取得支出、リース債務支払支出は

　　各事業費支出に含めて表している。
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